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連結ベースによる企業へのＣＯ２排出量情報開示要求の動向

企業によるCO2排出量に係る情報は、自主的な情報開示要求から、義務化を見据えた基準の検討が進んでいる。

CDP (Carbon Disclosure Project)

CDPは、世界の金融機関475社が連名で、世界の主要企業約4千社に対し、気候変動に係る質問書を送り、回答

を評価・公表する取組み。CDPは、投資家にとって企業評価の重要な指標となる企業の気候変動に対する取組み

状況を、金融機関が投資家を代表して企業に開示を求めるもの。

CDP Supply Chain

CDP Supply Chainは、世界の主要企業のサプライチェーンを担っているサプライヤ企業へ、主要企業に成り代わり

気候変動に係る情報開示を求めるもの。2009年には45社のサプライヤ約1400社に開示要求を行った。

CDSB (The Climate Disclosure Standard Board)

California Climate Action Registry （CCAR）、Carbon Disclosure Project（CDP）、CERES、The Climate Group、

International Emission Trading Association（IETA）、World Economic Forum、World Resources Institute（WRI）

の7つの団体が、連結企業ベースの年次報告書（有価証券報告書）における、気候変動に係る情報開示の基準

を策定中。本年5月に、CDPの開示要求項目に準じた、「Reporting Framework」が発行され、9月25日までパブ

コメを募り、現在取りまとめ中。今後、CDSBとしては、基準の導入可能性に関して国際的基準設定団体や各国

政府との協議に入るものと見られている。

→こうした動きを受け、我が国においても本年1月に、日本公認会計士協会より、「投資家向け制度開示書類に

おける気候変動情報の開示に関する提言」が出される。
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物流の算定範囲の基準検討動向

CDPやCDSBにおけるCO2排出量の算定範囲の考え方は、GHG Protocol（注1）に準じており、物流におけるCO2排出

量はScope3（注2）に属する。これまで、Scope3の算定範囲や算定方法については、現状詳細な基準が設けられてい

ないことから、「Corporate Value Chain Standard(Scope3)」の策定が、World Resources Institute（WRI） （注3） に

おいて進められている。

（注1）GHG Protocol：世界で最も活用されているWRIが策定する事業活動における温室効果ガス算定基準

（注2）Scope1：直接排出、Scope2=間接排出（電力購入）

（注3）WRI：天然資源、環境問題の政策提言を行う米国のシンクタンク。1982年設立。

Scope3は、以下の3つのカテゴリに区分されている。

Upstream Scope3

原料などの調達に係るCO2排出

（原料抽出に係るCO2排出、原料の輸送・配送、廃棄処理、従業員の出張など）

Downstream Scope3

製品販売に係るCO2排出

（製品の輸送・配送、製品の使用、製品の廃棄など）

Other Scope3

従業員の通勤に係るCO2排出

Scope3の物流におけるCO2排出量の把握が情報開示において不可欠。
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Ｓｃｏｐｅ３（物流）と国内企業のＣＯ２排出量把握範囲比較
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（参考事例１）ＥＵ排出量取引制度における航空部門への規制導入

規制対象

EU域内において離発着するすべての航空機の運航に係るCO2排出量およびトンキロ。

CO2排出量＝燃料使用量＊排出係数

（排出係数）

Aviation gasoline (AvGas) = 3.10 tCO2/t fuel

Jet gasoline (Jet B) = 3.10 tCO2/t fuel

Jet kerosene (Jet A1 or Jet A) = 3.15 tCO2/t fuel

規制導入スケジュール

航空会社は排出枠の申請を、2011年3月31日までに認証機関より認証された2010年のCO2排出量報告書

と合わせて行うことが必要。各国監督省庁はこの申請に基づき、2010年のCO2排出量を基準に、各航空会社

のトンキロ排出量原単位を反映し、2012-2020年まで毎年排出枠を各航空会社に割り当てる。

排出枠割当総量は、2012年は基準年に対し97%、2013年以降は95%とする。

毎年4月30日までに航空会社は各国監督省庁に対し、前年のCO2排出量相当の排出枠を償却する義務を負う。

第1取引期間は2012年1月1日から開始。2013年4月から前年のCO2排出量報告値を賄う排出枠の償却が

求められる。

トンキロ＝距離＊重量

距離＝GCD (Great Circle Distance) km + 95km

重量＝乗客および荷物重量＋貨物および郵便物重量

（乗客および荷物重量のデフォルト1人当たり100kg）
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（参考事例２）ＩＣＡＯにおけるＣＯ２排出量算定システム

ICAOでは、航空会社におけるカーボンオフセットを支援するため、搭乗者1人あたりのCO2排出量を算定する

手法“ICAO Carbon Emissions Calculator”を策定し、ウェブ上において簡易的にCO2排出量を算出できる仕組み

を提供している。 CO2排出量の算定方法は以下のとおり。

1人あたりのCO2排出量 ＝3.157ｘ（燃料使用量ｘ ）÷（エコノミー席数ｘ搭乗率）

3.157＝燃料排出係数 (tCO2/t fuel)→固定値

燃料使用量
EMEP/CORINAIR注）による“Emissions Inventory Guidebook (EIG)”から機種ごとの飛行距離に応じた燃料

消費量を策定（添付Appendix C参照）

注）EUにおける大気汚染モニタリングプログラム
EMEP＝Monitoring and Evaluation of the Long Range Transmission of Air Pollutants in Europe
CORINAIR＝Coordination d’information Environnementale

飛行距離
GCD調整距離550km以下+50km、550-5500km+100km、5500km以上+125km

搭乗者重量と貨物重量

搭乗者数ｘ100kg＋座席数ｘ50kg（座席、トイレ、クルーなど）+貨物、郵便重量

搭乗者重量と貨物重量の比率および搭乗率
ICAO TFS (Traffic Stage database)から17の路線ごとの搭乗者重量：貨物重量および搭乗率を策定
（添付Appendix A参照）

エコノミー席数
航空機メーカーがウェブ上に掲載している“Manual on Airplane Characteristics for Airport Planning”から設定。

エコノミー席とプレミア席（ビジネス、ファーストにおけるCO2排出量比率は1（エコノミー）対2（プレミア）と設定。

システム上に
設定済み
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“ICAO Carbon Emissions Calculator”にユーザーが発着地、クラス、人数、片道or往復を入力する。
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“ICAO Carbon Emissions Calculator”が搭乗者1人あたりのCO2排出量を算出。
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（参考事例３）ＩＭＯにおける船舶におけるＣＯ２排出量指標の策定

IMOは、2009年8月に海上輸送に係るCO2排出量原単位指標「Energy Efficiency Operational Indicator

(EEOI)」を策定し、企業へ自主的な活用を促している。EEOIの概要は以下のとおり。

EEOI=輸送仕事量あたりのCO2排出量= MCO2/ (Transport work)

CO2排出量の算定方法

輸送仕事量あたりのCO2排出量＝燃料使用量ｘ排出係数÷輸送仕事量

（輸送仕事量＝トンキロ、コンテナ数キロ、輸送人数キロなど）

燃料使用量

Log book (bridge log-book, engine log-book, deck log-book and other official records)からデータ収集

排出係数

GUIDELINE FOR VOLUNTARY USE OF THE SHIP ENERGY EFFICIENCY OPERATIONAL INDICATOR (EEOI) より
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